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口
蹄
疫
は
、
偶
蹄
類
の
動
物

（
牛
、
豚
、
め
ん
羊
等
）
に
の
み

伝
染
す
る
病
気
で
、
人
に
感
染
す

る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、

感
染
し
た
家
畜
の
肉
や
乳
が
市
場

に
出
回
る
こ
と
は
な
く
、
仮
に
摂

取
し
て
も
人
体
へ
の
影
響
は
あ
り

ま
せ
ん
。

　
な
お
、
関
係
者
以
外
の
畜
舎
立

ち
入
り
は
慎
み
ま
し
ょ
う
。

問
本
庁
舎
農
政
課　
内
２
２
２
５

　　
仕
事
と
家
庭
の
両
立
を
支
援
す

る
た
め
、
労
働
者
が
、
育
児
休
業

や
介
護
休
業
を
取
得
し
や
す
い
環

境
作
り
に
取
り
組
ん
で
い
る
事
業

主
へ
は
、
助
成
金
が
支
給
さ
れ
ま

す
。

問
㈶
21
世
紀
職
業
財
団
福
島
事
務

所
☎
０
２
４
︲
５
２
２
︲
３
０
３
０

　　　　　
音
楽
の
祭
典
で
は
、「
児
童
合
唱

3

ペ
ー
ジ
か
ら
も
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で

き
ま
す
。

⃝
応
募
期
間
　
各
月
末
日
に
お
い

て
締
切
、
次
回
審
査
会
で
審
査
を

行
い
ま
す
。
※
審
査
会
は
、
６
月
、

７
月
、
９
月
、
11
月
、
平
成
23
年

２
月
に
開
催
す
る
予
定
で
す
。

⃝
審
査　
認
証
基
準
（
※
詳
し
く

は
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
）
に

基
づ
き
、「
白
河
市
農
産
物
ブ
ラ
ン

団
」
に
参
加
す
る
児
童
・
生
徒
を

募
集
し
て
い
ま
す
。

⃝
参
加
条
件
　
歌
が
好
き
で
、
練

習
会
場
ま
で
送
迎
が
で
き
る
保
護

者
が
い
る
市
内
の
小
・
中
学
生　

⃝
練
習
会
場
　
中
央
公
民
館
（
天

神
町
）

⃝
申
込
期
限
　
６
月
30
日
㈬
ま
で

《
第
14
回
音
楽
の
祭
典
》

⃝
日
時
　
11
月
６
日
㈯
／
午
前
８

時
30
分
開
会

⃝
場
所
　
市
民
会
館
（
手
代
町
）

⃝
内
容
　
▽
第
一
部
　
各
学
校
・

団
体
に
よ
る
合
唱
・
合
奏　
▽
第

二
部
　
市
民
歌
発
表
、
青あ

お
し
ま島

広ひ
ろ
し志

コ
ン
サ
ー
ト

⃝
申
し
込
み
・
問
い
合
わ
せ
先
　

本
庁
舎
生
涯
学
習
課　
音
楽
の
祭

典
事
務
局　
内
２
３
８
２

　
市
で
は
、
市
内
で
生
産
さ
れ
た

農
産
物
及
び
加
工
品
に
つ
い
て

「
白
河
市
農
産
物
ブ
ラ
ン
ド
」
と

し
て
認
証
し
、
認
知
度
の
向
上
、

イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
、
消
費
拡
大
を

目
指
し
ま
す
。　

⃝
応
募
方
法　
所
定
の
用
紙
に
必

要
事
項
を
記
入
の
上
、
関
係
書
類

を
添
え
て
郵
送
ま
た
は
持
参
く
だ

さ
い
。
申
請
書
類
は
、
市
ホ
ー
ム

ド
戦
略
委
員
会
」
に
お
い
て
審
査

を
行
い
ま
す
。

⃝
応
募
・
問
い
合
せ
先　
市
農
産

物
ブ
ラ
ン
ド
戦
略
委
員
会
（
本
庁

舎
農
政
課
内
）
内
２
２
２
３

⃝
資
格　
平
成
元
年
４
月
２
日
か

ら
平
成
５
年
４
月
１
日
ま
で
に
生

ま
れ
た
方　

⃝
第
一
次
試
験
日　
９
月
５
日
㈰

⃝
申
込
受
付
期
間　
６
月
22
日
㈫

～
29
日
㈫

※
試
験
会
場
な
ど
、
詳
し
く
は
左

記
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　
な
お
、
申
込
用
紙
は
、
最
寄
り

の
税
務
署
で
も
配
布
し
て
い
ま
す
。

問
仙
台
国
税
局
人
事
第
二
課
☎

０
２
２
︲
２
６
３
︲
１
１
１
１

募
集

口こ
う
て
い
え
き

蹄
疫
に
つ
い
て

税
務
職
員
（
高
校
卒
業
程
度
）

第
14
回
し
ら
か
わ
音
楽
の
祭
典
・
児
童
合
唱
団

両
立
支
援
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
助
成
金

白
河
ブ
ラ
ン
ド
認
証
産
品

　

⃝計画期間　平成22年度から平成26年度までの5年間
⃝職員数目標値　合併時636人⇒現状545人⇒5年後の目標値539人
　職員人件費の抑制と、行政サービス維持向上のための人員確保という２つ
の目的をバランスよく達成するため、新たな定員管理計画を策定しましたの
でお知らせします。
《これまでの取り組みと職員数の状況》
　合併前に4市村でそれぞれ実施してきた行政サービスを継続しながら簡素
で効率的な組織作りを進め、総職員数の削減に取り組んできた結果、合併時
に636人であった職員数は91人減少し545人となりました。
《新たな定員管理計画》
　新たな計画期間は、「地域自治区の設置期間が終了する平成28年3月31日
以降における行政サービス提供方法のあり方の検討期間」と位置付け、今後
5年間においては総職員数を現状維持とすることを基本に、次の取り組みを
行います。
①社会経済情勢や制度改革等、情勢の変化に応じた組織見直しと職員配置
②退職者数に応じた職員数の確保と、技術系職員の年齢構成を考慮した採用
③庁舎業務のあり方の検討と、業務集約の推進
④保育実施方針の決定と、必要となる職員数の計画的採用
⑤単純技能労務職員の退職不補充
⑥民間委託や指定管理者制度の導入、再任用職員の活用等
【各年４月１日における総職員数目標値】

　※計画には、「平成26年度までの取り組み」と「翌年４月１日までの目標値」
　を定めています
※減員は、単純技能労務職員の退職不補充によるものです
◎計画の詳細は、市ホームページ【くらしのインデックス＞地域づくり・行
　政＞給与・定員管理】に掲載しています。

　問本庁舎総務課　内2314

22年（現状） 23年 24年 25年 26年 27年 累計
545人 544人 542人 540人 540人 539人 ▲6人

市定員管理計画を策定しました


